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( )

-

9 款 1 項 1 目

2 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 36.35 ％ 29.49 ％ 30.58 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 48,278 千円 52,371 千円 52,669 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 2.50 2.20 2.20

千円
人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 2.50

17,550 千円

2.20

15,444 千円

2.20

事
業
費

-

嘱託職員 -
16,104

一般財源 26,076 千円 31,337 千円 31,020 千円 41,802

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 4,652 千円 5,590 千円 5,545 千円 7,458 千円

36,565 千円 49,260 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 30,728 千円 36,927 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　職員の資格取得、教育及び貸与品に係る事務（３０,０４０千円）
　　　　(1) 　消防活動に必要な資格取得(2,418千円)
　　　　　　　大型、中型自動車免許、小型船舶操縦士免許等(9種類45人)
　　　　(2)　 各教育機関での研修(8,645千円)
　　　　　　　広島県消防学校(9種類43人)、消防大学校(4種類4人)及び各関係機関
　　　　(3)　 被服等貸与品の購入(18,977千円)
　　　　　　　活動服、制服、防火衣、防火靴等

　　　２　全国・中国支部・広島県消防長会に係る事務（４８７千円）
　　　　　各組織が開く会議等への参加に係る事務及び負担金・会費の支出を行った。

       ３　職員の衛生管理等に係る事務（３,５４７千円）
            健康診断及び産業医による面接指導等を行った。

       ４　その他の事務（２,４９１千円）
　　　　　 消防に関する事務（消防協力者表彰、災害用非常食の購入等）を行った。

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　各種資格の取得や教育機関での知識・技術の習得を推進することにより職員の資質向上を図り、災
害対応力の向上に努める。
　衛生管理については、健康診断に加え、産業医による定期的な職場巡視や個別相談を実施し、職
員の健康管理を支援する。

根拠法令 消防組織法

目　的
（何のために）

　消防体制の維持管理及び運営の強化を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　消防職員

所　属 消防局　消防総務課　消防総務係 総合計画施策体系 9

事務事業名 消防総務一般事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

209 1
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9款 1項 3 目

2 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 209 3 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

所　属 消防局　消防総務課　消防総務係 総合計画施策体系 9

事務事業名 消防局施設等管理事業 ハード一般会計

根拠法令 消防組織法

目　的
（何のために）

　消防局庁舎及び消防局所管の車両を適切に維持管理する。

対　象
（誰・何を対象に）

　消防局庁舎・消防車両

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　光熱水費（電気使用料・水道使用料・下水道使用料）（１０,７８０千円）
　　　　　空調機器、照明器具などを適切に使用し、節電に努めた。

　　　２　車両の点検等維持管理（１,４６７千円）
　　　　　車両の維持管理を適切に実施した。

　　　３　清掃管理業務等の庁舎の維持管理に係る業務委託（５,１４１千円）
　　　　　消防用設備等法定点検など、各種保守・点検業務を実施した。

　　　４　庁舎維持管理に係る修繕費用等(１,６６１千円)
　　　　　庁舎の修繕及び事務用品の購入を必要に応じ実施した。

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　消防活動拠点施設としての機能を維持するため、継続して各種保守・点検業務など適切に実施し、
更新が必要な設備については計画的に整備を行うとともに、修繕が必要な施設・設備については、速
やかに修繕を行う。
　東広島市役所地球温暖化対策実行計画に基づき、引き続き、節電に努める。

19,049 千円 23,172 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 16,804 千円 18,933 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 3,447 千円 3,609 千円 3,613 千円 3,782 千円

一般財源 13,357 千円 15,324 千円 15,436 千円 19,390

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.85 0.80 0.90

千円
人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.85

5,967 千円

0.80

5,616 千円

0.90

事
業
費

-

嘱託職員 -
6,588

総事業費(A)+(B) 22,771 千円 24,549 千円 25,637 千円 - 千円

人件費/総事業費 26.20 ％ 22.88 ％ 25.70 ％ - ％

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 33.11 ％ 32.26 ％ 30.28 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 15,903 千円 16,323 千円 14,504 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.75 0.75 0.60

千円
人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.75

5,265 千円

0.75

5,265 千円

0.60

事
業
費

-

嘱託職員 -
4,392

一般財源 10,638 千円 11,058 千円 10,112 千円

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

10,112 千円 - 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 10,638 千円 11,058 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　消防ポンプ格納庫の維持管理（２,９８２千円）
　　　 （1）　光水熱費（2,172千円）
　　　　 　 　電気、水道、下水道使用料
　　 　（2）　格納庫修繕料（663千円）
　　　 　 　　畳修繕、消火ホース乾燥用昇降機修繕等
　　 　（3）　その他の維持経費（147千円）
　　　　 　 　敷地賃借料等

　　　２　消防団車両、資機材の維持管理（７,１３０千円）
　　 　（1）　車両、法令点検（6か月、12か月）、公用車修繕（4,687千円）
　　　　　　  車検：34台
　　　　　　  6か月：73台
　　　　　 　 12か月：36台
　　　 （2）　燃料費（828千円）
　　　　 　　 その他燃料費、自動車用燃料費
　　　 （3）　その他の維持管理（1,615千円）
　　　　 　 　自動車重量税、自動車損害保険等

　　　※　本事業は、令和2年度から「消防団施設等整備事業」と統合し、「消防団施設等整備管
　　　　理事業」として一体的に取り組むこととしている。

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　多種多様化する大規模な災害に対して、迅速かつ安全に対応するため、消防団車両、消防団格納
庫及び災害活動資機材等の機能維持を図る。

根拠法令 消防組織法

目　的
（何のために）

　消防団施設（格納庫・車両）・設備を適切に管理する。

対　象
（誰・何を対象に）

　消防団（46分団）の所有する施設及び設備

所　属 消防局　消防総務課　消防団係 総合計画施策体系 9

事務事業名 消防団施設等管理事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 209 6 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価
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9 款 1 項 3 目

2 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 209 10 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

所　属 消防局　警防課　警防係 総合計画施策体系 9

事務事業名 消防水利管理事業 ハード一般会計

根拠法令 消防法

目　的
（何のために）

　消防水利施設（消火栓・防火水槽）の修繕等維持管理を行い、消防力の維持を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　既存の消防水利施設

事業の概要
及び

R1活動実績

　
　　　１　防火水槽の維持管理（６７２千円）
　　　　　防火水槽３か所（志和町・黒瀬町・福富町）を修繕し、維持管理を行った。
　
　　　２  防火水槽解体測量設計（２２７千円）
　　　　　防火水槽の解体測量設計を行った。（黒瀬町）

　　　３　消火栓維持管理（７,０４３千円）
　　　  　老朽化した消火栓や消火栓ボックスを修繕し、維持管理を行った。

３　コスト情報

課題及び
今後の方向性

　消防隊が火災時にいち早く防御体制をとるために消防水利である防火水槽及び消火栓は必要なも
のであり、引き続き、消防水利の適切な維持管理に努める必要がある。

29年度（決算） 平成30年度（決算）

5,884 4,646

令和元年度（決算） 令和2年度（予算）

事
業
費

5,884 千円 4,646 千円

7,942 千円 - 千円

千円

千円

0.55

3,861 千円

事業費合計（A) 千円 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

その他 千円 千円

千円

地方債 千円 千円 千円 千円

千円 千円

一般財源 7,942 千円 千円
人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 0.55

4,026 千円

-

- 千円
人
役
内
訳

正規職員 0.55 0.55 0.55 -

嘱託職員 -

臨時職員 -

0.55

3,861

総事業費(A)+(B) 9,745 千円 8,507 千円 11,968 千円 - 千円

人件費/総事業費 39.62 ％ 45.39 ％ 33.64 ％ - ％

R元年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

※ 本事業は、令和2年度から「消防水利整備事業」と統合し、「消防水利事業」として一体的

に取り組むこととしている。 
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 49.53 ％ 46.06 ％ 41.89 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 112,680 千円 112,029 千円 96,105 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 7.95 7.35 5.50

千円
人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 7.95

55,809 千円

7.35

51,597 千円

5.50

事
業
費

-

嘱託職員 -
40,260

一般財源 48,115 千円 48,938 千円 47,241 千円 44,360

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 8,756 千円 9,294 千円 8,604 千円 8,148 千円

55,845 千円 52,508 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 56,871 千円 60,432 千円

千円 千円

地方債 千円 2,200 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　
　　　１　指令業務（１５,９１３千円）
　　　　　指令管制業務を実施した。119番通報件数　14,518件
　　　　(1)　電信電話料ほか（11,490千円）
　　　　(2)　指令業務の消耗品費ほか（4,423千円）
　

　　　２　機器管理業務（３９,９３２千円）
　　　　　指令システム、無線機器等の整備及び維持管理を実施した。
　　　　(1)　高機能消防指令センター保守管理及び消防無線設備保守点検（36,515千円）
　　　　(2)　電気工作物保安管理業務（739千円）
　　　　(3)　消防用設備等点検業務（97千円）
　　　　(4)　龍王山常用電源ルート維持管理業務（350千円）
　　　　(5)　機器の修繕（1,967千円）
　　　　(6)　多言語通訳利用料（196千円）
         (7)　備品購入費（68千円）
　
　

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　 導入予定となる高機能消防指令センターのランニングコストを十分に精査し、24時間365日の安定運
用をすべく、機能の維持管理に努めなくてはならない。また、新たに導入される新機能についても理解
し、それに伴う費用を積算しておくことが必要である。

根拠法令 消防組織法、消防法

目　的
（何のために）

　通信指令システム、消防無線等の維持管理を適切に行い、安定して稼動させることにより、市民から
の通報を確実に受信するとともに、指令業務を迅速、円滑に行うことを目的とする。

対　象
（誰・何を対象に）

　１１９番通報をする者

所　属 消防局　指令課　第１指令係・第２指令係 総合計画施策体系 9

事務事業名 消防通信一般事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 209 11 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価
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１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 209 14 新規・継続 継続
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所　属 消防局　東広島消防署・竹原消防署・大崎上島消防署 総合計画施策体系 9

事務事業名 消防署活動事業 ソフト一般会計

根拠法令 消防組織法・消防法

目　的
（何のために）

　 災害発生時において、迅速・確実な消防活動を実施するとともに、市民への防火・防災意識の高揚と
応急手当等の普及啓発を実施し、災害による被害の軽減を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市民

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　火災、救急及び救助活動の充実（３３,４５０千円）
　　　　　火災、救急及び救助活動に必要な資機材の更新・維持管理等を実施した。

　

　
　　　２　市民に対する防火意識の高揚、応急手当等の普及啓発（７１３千円）
　　　（1）　事業所・自主防災組織等への訓練指導を実施した。
　　　（2）　市民へ応急手当講習を実施した。

　    　３　各種研修への職員の参加（６１１千円)
　　　　  　各種災害発生時において、迅速・確実な消防活動を実施するため、広島県消防学校等
　　　　で行われた各種研修に職員を参加させ、各所属において研修内容の伝達等を実施し、知
　　　　識・技術の向上に努めた。

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　 市民の生命、身体及び財産を守るため、消火・救急及び救助体制の更なる充実に努める必要があ
る。
    また、気候変動に伴い多発する豪雨災害、今後想定される南海トラフ巨大地震等の大規模な自然災
害に対して、消防機関のみならず、市民及び事業所が一体となって、災害対応力をより一層強化してい
く必要がある。

34,774 千円 39,160 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 35,279 千円 33,614 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 12,751 千円 11,992 千円 12,027 千円 13,706 千円

一般財源 22,528 千円 21,622 千円 22,747 千円 25,454

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 94.40 95.05 96.80

千円
人
件
費
（

按
分
）

人件費合計(B) 94.40

662,688 千円

95.05

667,251 千円

96.80

事
業
費

-

嘱託職員 -
708,576

総事業費(A)+(B) 697,967 千円 700,865 千円 743,350 千円 - 千円

人件費/総事業費 94.95 ％ 95.20 ％ 95.32 ％ - ％

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

 
平成 29 年 

（2017） 

平成 30 年 

（2018） 

平成 31 年 

（2019） 

火 災 99 件 136 件( 2 件) 124 件 

救 急 9,150 件 9,370 件(39 件） 9,286 件 

救 助 184 件 213 件(22 件) 201 件 

※ 平成 30年の（ ）内の数値は、「平成 30年 7月豪雨」関連の件数 

応急手当講習 訓練指導 

 
平成 29 年 

（2017） 

平成 30 年 

（2018） 

平成 31 年 

（2019） 

訓練指導 341 件 374 件 406 件 

応急手当講習 11,014 人 10,406 人 12,705 人 
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